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II．分担研究報告（別紙３） 
                                                   

令和3年度厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援対策研究事業） 
 

（分担）研究報告書 
 

多様化した女性の活躍の場を考慮した女性の健康の包括的支援の現状把握および 
評価手法の確立に向けた研究 

【研究 1】 大学における女性の健康支援 好事例 大学保健センター（保健室）へのインタビュー 
  【研究 2】 女子大学生のヘルスリテラシー啓発のための教育プログラムの実施 

研究分担者 西岡笑子 防衛医科大学校 医学教育部 看護学科 母性看護学講座 教授 
研究分担者 三上由美子 防衛医科大学校 医学教育部 看護学科 母性看護学講座 講師 

研究要旨 

【研究１】大学における女性の健康支援 好事例 大学保健センター（保健室）へのインタビュー 

令和３年度は、令和２年度に実施した調査において、女性の健康支援に関して好事例である大

学保健センター（保健室）に対し、対面またはオンラインにて、インタビュー調査を実施した。

獨協大学およびフェリス女学院大学では、健康診断時に、月経に関する問診を入れることで、月

経異常の学生をスクリーニングし、個別指導に繋げていた。大学の健康診断では、現時点では全

国で共通の問診票は存在しないため、今後、月経異常をスクリーニングできるような問診票を作

成する必要がある。また、スクリーニング後に適切な個別指導を行うことができるよう、大学保

健センター所属の保健師・助産師・看護師の研修等も行う必要があるだろう。 
フェリス女学院大学および岐阜大学では、健康診断時に、BMI 異常の学生に対して、個別指

導を行っていた。岐阜大学では、BMI16.5 未満のやせの学生は摂食障害や無月経の可能性、

BMI 30 以上の肥満の学生は多嚢胞性卵巣症候群などの二次性肥満の可能性があるため、BMI 異
常の学生に対し、月経の状態について更なる問診を行っていた。獨協大学およびフェリス女学院

大学では、婦人科校医による診察日を設けていたが、問診・指導が中心であり、婦人科診察は行

っていなかった。医学や看護学等の医療系の大学では、専門科目として、女性の健康知識につい

て学ぶ機会があるが、一般大学では、女性の健康について学ぶ機会はほとんどない。フェリス女

学院大学のように、教養科目の一環として、15 回の講義で包括的に学ぶことができれば、今後

の学生自身の健康管理やライフプランに良い影響を与えるのではないかと考える。しかし、一般

大学においては、講師を担当する人材についての課題もあることから、他大学と人材面での連携

や、科目履修において単位互換制度等を活用する等も考えられるだろう。 
【研究２】女子大学生のヘルスリテラシー啓発のための教育プログラムの実施 
 女子大学生を対象として分担研究者が作成した webメディアプラットフォーム“note” 「はた

らく女性が輝くために 〜つながっているあなたのカラダとキャリア」による女性特有の健康問

題に関するメッセージの送信が「女性のヘルスリテラシー」向上に寄与するかを無記名自記式の

web 調査（前後比較、対照群あり）により明らかにすることを目的とした。 “note”に連載して

いる、月経関連、女性のヘルスリテラシーに関するメッセージを週に 1 回、3 か月間、12 回送信

し、その前後で、知識、意識の変化について調査を行った。 
 web 調査会社を通じて、本研究への参加を募った。809名の女子大学生が事前調査に回答し、

そのうち、介入研究への参加を希望した者は 100名（介入群）、介入研究への参加を希望しなか

った者は 709名（対照群）であった。3 か月後の調査への有効回答数は、介入群 44名（回答率

44％）、対照群 337名（回答率 47.1％）であった。介入前の性成熟期女性のヘルスリテラシー尺

度の得点に 2 群間に有意な差はみられなかったが、3 か月後の得点は、介入群は対照群に対し、

有意に上昇していた（p=0.22,p=0.048, Mann-WhitneyU検定）。介入調査では、3 か月間“note”
の記事を読む意思のある者、すなわち女性の健康についての関心が高い層だけが介入群に割り付

けられているため、介入効果に一定のバイアスがかかっている可能性が考えられるものの、3 か

月間の記事配信の一定の効果を確認することができた。 
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Ａ.研究目的 
我が国の平成 22 年の平均寿命は男性 80 年、

女性 86 年であり、世界一の長寿国になった 1)。一

方、健康寿命は男性 70 年、女性 74 年であり 2)、女

性は 12 年間日常生活に支障のある状態で暮らして

いるため、女性の健康寿命の延伸が重要な課題とな

っている。これに対して我が国では 1990 年代から

新健康フロンティア戦略等に基づき、妊娠・出産時

や疾病予防等個別の健康施策が行われてきた 3)。

しかしながら、生涯にわたる女性の健康や出産・育

児と仕事の両立という視点からの包括的支援につい

ては十分とは言えない状況である。 
現在、政府は女性の活躍推進を成長戦略のひと

つとして掲げている。女性が社会で活躍する上で、

健康であることはその基本となる。しかし、これまで女

性特有の疾患やライフステージごとの身体の変化な

ど、女性が自身の身体と健康について学ぶ機会が

十分に提供されてきたとはいえない。 
我々は、全国の働く女性 2,000名に対し、web
調査を実施した（厚生労働科研 2017-2018 年

度）。その結果、月経前症候群または月経随伴症状

のある者は、70.7％もおり、そのうち婦名科受診をし

た者は、19％のみであり、我慢している、何も対応し

なかった者が 67.5％にものぼることが明らかとなっ

た 4,5)。月経前症候群または月経随伴症状は、不快

な症状がありながらも、羞恥心や誰に相談して良い

のかわからないために治療を受ける機会を逃し、仕

事や家庭生活を送る上で障害となっているといえ

る。これらのことから、今後は女性特有の症状につい

て学習する機会を設ける、日常生活を見直すきっか

けづくりを行うこと、職場や地域等で気軽に相談でき

る体制を構築していくことが必要であるといえる。さら

に、子宮頸がん、乳がん検診受検については、50～
60％が未受検であり、その理由の 80～90％は、時

間がない、場所が遠い、費用が高い、機会がないで

あった。このことから、これらの健康教育、時間、費

用、機会を提供することができれば、受検率の上昇

や、早期発見、治療に繋げることが期待できる。 
本研究の目的は、多様化した女性の活躍の場を

考慮した女性の健康支援のための情報提供体制の

整備、相談体制のモデル構築を行うことである。令

和 3 年度は、令和 2 年度に実施した全国 767 大学

保健センター（保健室）に対し実施した調査結果 6,7)

において、婦人科医師による診察日を設けていた大

学、女性の健康に関する講義を行っていた大学等

に対し、対面またはオンラインにて、インタビュー調

査を実施し、具体的にどのように実施しているか、今

後の課題等について明らかにすること、女子大学生

に対し、web にて月経、子宮頸がん検診についての

情報提供を行うことで、女子大学生のヘルスリテラシ

ー啓発の効果を明らかにすることである。 
 
Ｂ．研究方法  

令和 2 年度に実施した全国 767 大学保健センタ

ー（保健室）に対し実施した調査結果において、女

性の健康支援に関して好事例である大学保健セン

ター（保健室）に対し、対面またはオンラインにて、イ

ンタビュー調査を実施した。具体的には、婦人科医

師による診察日を設けている、女性の健康に関する

講義を行っている等の大学を好事例とした。本研究

は、順天堂大学医療看護学部研究等倫理審査委員

会の承認を得て実施した（順看倫第 2020-74号）。

調査期間は令和 3 年 2月〜令和 4 年 3月 31 日と

した。 
 
【研究１】 大学における女性の健康支援 好事例

大学保健センター（保健室）へのインタビュー 
１）目的 

令和 2 年度に全国 767 大学に対し、大学におけ

る女性の健康支援の実施状況についての実態調査

を実施した。その結果をもとに、大学における女性の

健康増進に係る取り組みの好事例を収集することを

目的とした。具体的には、婦人科医師による診察日

を設けている、女性の健康に関する相談や講義を行

っている大学を好事例とした。 
 
２）対象 
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大学保健センター（保健室）において健康支援に

関わっている担当者（保健センター長、保健室保健

師、看護師） 
  
３）インタビュー内容  

大学生を対象とした健康支援の取り組みの詳細と

その成果・課題 
 
Ｃ．研究結果 
【獨協大学 保健センター】 
（1）担当者の所属、職名、保健センターのスタッフ数

（常勤・非常勤） 
所属：保健センター 保健師 看護師 
常勤（専任）：医師（教授）1名、保健師 2名、看護

師 1名、事務（他課と兼務）1名。 
（派遣）：保健師 1名、事務 1名 
非常勤：医師（内科 3名、精神神経科 1名、婦人科

1名）3回/月：1名、 2回/月：3名、1回/月：1名。 
相談員（臨床心理士、公認心理師）8名（1回/週）の

勤務） 
 
（2）大学の特徴 
4 学部 11 学科 大学院 
学生数（2021 年 5月現在） 学部生 8,159（男性：

4,447名 54.5％ 女性：3,712名 45.5％） 大学

院生：12名 
（3）「保健センターからの健康サポート本」を作成す

ることとなった経緯、主たる作成者、配布時期、配布

対象者、配布数、予算の確保、経費 
＜経緯＞ 

2008 年度に初刊発行。当時の課長の意向により

（保健センターが新棟に移動したことを機に、PR も
兼ねて作成した） 
＜配布時期＞ 
初年度、定期健康診断時に配布。翌年からは新

入生のみに、健康診断の受診書類に同封。 
＜配布対象者＞ 
初年度のみ全学生。以後新入生に配布。 
＜配布数＞ 

初年度：在学生約 8,500 部 翌年以降は新入生

のみ：約 2,000～2,200 部 2021 年度から、ポータ

ルサイトに掲載（ダウンロード可） 
＜経費＞ 
初年度：1万冊作成 以後、毎年約 2,200 部作成 

約 20万円 
 
（4）「れでぃーす・ノート」を作成することとなった経

緯、主たる作成者、配布時期、配布対象者、配布

数、予算の確保、経費 
＜経緯＞ 
婦人科校医相談の開始（1993 年 6月）から 13

年間にわたり校医を引き受けていた医師が 2007 年

3月で退職となった。退職にあたり、女子学生のため

に女性の体（月経を中心に）対する正しい知識と対

処法の普及を目的とし、「婦人科の先生にお話しを

聞く会」で取り上げた基本的な情報を加え、医師監

修のもと『れでぃーす・ノート』として 2007 年 3月に

作成した。 
＜配布時期＞ 

2007 年度は、健康診断実施時に女子学生全員

へ配布。以後、新入生の女子学生に健診時に配布

した。 
＜配布数＞ 
各学年 1,000 部前後（初年度約 4,000 部 以後

約 1,000 部ずつ）2020 年度は、健康診断の実施延

期、規模縮小により未配布。2021 年度から、ポータ

ルサイトに掲載（ダウンロード可） 
＜予算＞ 

保健センター内の予算に計上。 
＜経費＞ 

2 年に 1回作成 約 2,000 部発注 約 14～16
万円/回。 
 
（5）健康相談担当者の職種、婦人科関連の相談が

あった場合は、どのように婦人科受診に繋げている

か 
健康相談担当者：婦人科校医（月 2回） 看護

師・保健師（随時）。相談があった際、看護師・保健
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師の判断で、必要に応じてまたは本人の希望により

校医相談を紹介する。婦人科校医が在室している

場合は、予約なしでも受診ができるが、不在の場合

は、次回婦人科校医が在室する日を知らせている。

相談内容により、早めに病院受診が必要と思われる

場合には、校医の相談を経ず近医を紹介する。 
 
（6）週 1回の婦人科の診察を行うに至った経緯。診

察開始時期および学生への周知方法 
1993 年開設時は、月 1回、その後徐々に利用者

が増え、1997 年から月 2回に増設となり現在に至

る。学生への周知は、大学ニュース（広報誌）や大学

HP に掲載している。（現在はポータルサイトに掲

載） 
 
（7）婦人科医師の確保方法および予算の確保、経

費 
1993 年の開設時は、当時のセンター長の紹介で

産婦人科医に依頼しスタートした。13 年間勤務後、

引継ぎの医師を紹介いただき、現在校医として勤務

してもらっている。医師雇用の予算は、保健センター

業務の一環として毎年予算を計上している。 
 
（8）婦人科診察の内容 

学生は診察前に、婦人科相談カードに相談内容

を記載する。診察では、問診のみを行っており、婦

人科診察は行っていない。婦人科校医の受診者

は、名刺サイズの予約券（診察券）を持っており、定

期的に受診している学生もいる。無月経、月経不順

等で受診する学生は、事前に配布した基礎体温表

に記載し、持参する。基礎体温表をもとに状況確認

を行っている。 
診察内容としては、月経不順が最も多い。他に

「妊娠したかもしれない」といった相談もあるため、妊

娠検査薬も 2回分常備している。アフターピルの処

方はできないので、相談があった場合は、近医受診

を勧めている。なお、月経困難症に対する治療とし

ての、低用量ピルの処方も行っていない。 
学生が保健センターを受診するきっかけとして、

「大学 HP で知った」「友人が受診したと聞いた」等

が多い状況である。 
 
（9）大学近隣婦人科クリニック、病院との連携 

本人の希望があれば、校医に紹介状を記載して

もらい、受診を促しているが、近医との連携は特に行

っていない。 
月経前不快気分障害（PMDD）が疑われる学生

については、精神科との連携が必要だと考え、婦人

科校医に説明してもらい精神科へと繋げている。 
学生には、「良い病院を紹介してほしい」とリクエス

トがあるが、「良い病院」をどのように捉えるかは個人

差があるため、「利便性（自宅からのアクセス、開院

時間等を含めた通いやすさ）」「女性医師希望」な

ど、個別のニーズを伺い、病院を探し、紹介してい

る。 
 
（10）健康相談や婦人科の診察になぜこのように力

を入れることができたのか 
 健康診断時のアンケートより、相談に関するニーズ

を拾い上げるところから始まり、日々の窓口での対応

の中で相談へ繋げることも念頭において対応してい

る。医療機関への受診には抵抗があっても、学内で

相談できるという利便性もあり、相談利用に繋がって

いる。相談体制を確立し、長年に渡って維持してい

るところが大きく関係していると思われる。 
 
（11）受診した学生の反応 
 相談目的が明確な学生は良い反応がある。 
 
（12）今後の課題 
 コロナ前は、延べ 200人/年の受診者がいたが、コ

ロナ禍で学生が大学内に入構できない時期があり、

またオンライン授業が多く、学生が大学に来ていな

いこともあり、相談数が減少している。学内ポータル

サイトでの周知を行う等を行い、相談数増加につな

げたい。 
  
（13）今後、女性の健康講座などの開催の予定の有
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無 
なし。健康セミナーや講演会を開催しても、参加

者数が少ない、コロナ禍で開催できない、といった課

題がある。保健センター主催では、限界があるので

はないかと思われる。セミナー開催よりも「個別で相

談したい」という要望もあるため、「個別の相談ができ

る」という PR も必要である。 
 
（14）今後内閣府、文科省、厚労省で不妊予防支援

パッケージが行われるが、これらに関連した大学の

計画 
内容を確認し、検討予定。 

 
（15）その他 
＜4月の健康診断時のスクリーニングおよびその後

の支援＞ 
獨協大学では、4 月の健康診断時の「健康につい

てのアンケート」により問診項目 46 項目および既往

歴・現病歴を尋ねている。問診項目 30（女子のみ）

月経の時ひどい痛みがあるにチェックがついた者、

31（女子のみ）月経は毎月順調にある、にチェックが

つかなかった者、既往歴・現病歴の無月経、月経困

難症、のいずれかにチェックがついた者に対し、健

康診断の結果を返却する際に、「健康診断のアンケ

ートに記載した内容についてお話を聞きたいので、

お時間のある時に保健センターへお越しください」と

いうメッセージを送っている。そのメッセージを読ん

で、保健センターへ来室した学生に対し、更なる問

診および基礎体温測定を含めた月経指導を行って

おり、必要時、婦人科校医への相談を促している。 

＜メンタルヘルス＞ 
保健センターの相談として、メンタルヘルスのボリ

ュームが多いと感じる。今後、キャリアセンターとの連

携も必要であると考えている。 
 
【フェリス女学院大学】 
（1）担当者の所属、職名、保健センターのスタッフ数

（常勤・非常勤） 
保健室スタッフ常勤 1名、非常勤 4名（1名が週 2

回勤務の交代制） 
 
（2）大学の特徴（学部、学生数） 
文学部 1,200名（英語英文学科、日本語日本文学

科、コミュニケーション学科）、国際交流学部 国際

交流学科 860名、音楽学部 音楽芸術学科 304
名、大学院生（文 14名・国 2名・音 8名） 
 
（3）2020 年後期のみ全学年対象特別授業として

「女性を知る～身体･心理･社会の側面より～」CLA
コア科目について、この内容を行うこととなった経

緯、90 分全 15回のテーマと内容、配布資料、経

費、学生の授業後の感想、その後の保健室での相

談数等の反応 
フェリス女学院大学では、教職員による提案科

目、「学びの世界を広げる」という CLA（一般教養）

コア科目として開講する授業がある。保健室保健師

が、2020 年度 CLA コア科目として、「女性を知る～

身体･心理･社会の側面より」を提案し採択され、開

講されることとなった。水曜日 2限目（10：40～12：
10）に行われ、全 15回のテーマは以下の通りであ

る。 
① はじめに 授業概要 女性と健康の意識調査ア

ンケート 1回目 
② ジェンダーの視点から 自分の心と身体の主人

公になるために 
③ 女性の発達心理  
④ 舞台で描かれる女性～身体表現と音楽～ 
⑤ 女性の健康～内科医の立場から（校医） 
⑥ 女性の性～古代から近世 文化歴史をふまえて 
⑦ 女子大生のメンタルヘルス～精神科医の立場か

ら 
⑧ ダイエットから栄養学を考える～女子大生に必

要な栄養を重視して 
⑨ 女性の健康（１）基礎体温 月経について（校

医） 
⑩ 依存症 女性の落とし穴～薬物乱用防止 
薬物から身を守るために、その危険性と弊害を正

しく理解する 
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⑪ 女性の健康（２）女性って何だろう（校医） 
⑫ 女性の健康（３）妊娠と出産について・生殖と避

妊（校医） 
⑬ 女性の健康（４）ライフステージに伴うトラブル・女

性の病気（校医） 
⑭ 女性の健康（５）男性の役割・女性の役割（校医） 
⑮ まとめとレポート提出 女性と健康の意識調査ア

ンケート２ 
＜経費＞ 
大学の謝礼運用基準に基づき講師に謝礼を支払

う。 
 
（4）CLA コア科目を企画、提案された先生、その他

の先生方の評価 
好評であり、入試要項の授業紹介ページに詳細

に掲載しアピール授業とする程であった。（別添資

料参照） 
 
（5）健康相談担当者の職種、婦人科関連の相談が

あった場合は、どのように婦人科受診に繋げている

か 
保健師が状況を確認し、必要に応じて校医面談

の案内や受診を促している。 
 
（6）週 1回の婦人科の診察を行うに至った経緯。診

察開始時期および学生への周知方法 
婦人科校医による健康相談は、月 2回水曜 12～

14 時に行っている。学生への周知は、掲示板、フェ

リスパスポート、定期健康診断の保健師面談（※）や

事前の健康質問票・保健室来室時に婦人科に関す

る相談があれば、適宜案内をしている。健康診断の

結果、BMI 異常（16 以下、30 以上）の学生を呼び出

し、面談を行っている。他に、内科・精神科（心療内

科）の校医による健康相談も定期的に行っている。 
 
※＜健康質問票、月経に関する４項目＞ 
□ 2 か月以上無月経 

□ 2 週間に一回月経がある 

□ 月経痛が重い 

□ 鎮痛剤が効きにくい 

これらの 4 項目にひとつでもチェックがついた場

合、保健師面談を行わないと健康診断が終わらな

いシステムとしている。 

健康診断日の面談は 3～4 ブースあり、問診結

果により、その場で婦人科校医面談のアポをとって

いる。校医面談が必要となった学生が校医面談を

受けていないと、健康診断書が発行できないシステ

ムとなっている。 

 
（7）婦人科医師の確保方法および予算の確保、経

費 
当初は大学（山手校舎）の近医より校医を派遣し

ていただいていたが、医師の異動等により、現在は、

伝手をたどって探している。毎年契約更新制で予

算、経費は年度毎校医との契約による。 
 
（8）婦人科診察の内容、企業が作成したパンフレッ

トの入手、配布方法 
婦人科診察は行っておらず、問診・相談が中心で

ある。具体的には、基礎体温の指導、受診勧奨、紹

介状の発行などを行っている。企業が作成したパン

フレットは、校医が持参し、面談時や校医からの指

示にて面談後必要と判断された学生に渡している。 
 
（9）大学近隣婦人科クリニック、病院との連携 

特段の契約などはない。受診を希望する学生の

希望を考慮し（女性医師の希望の有無など）、横浜

市内または自宅周辺の婦人科を検索し、所在の案

内を行う。予約等は学生自らが行う（状況によって

は、保健室にて、学生自らが予約の電話をかけるこ

ともある）。校医から紹介状を発行することも可能で

ある。 
 
（10）健康相談や婦人科の診察になぜこのように力

を入れることができたのか（熱心な担当者がいらした

のか？相談者が多かったからなのか？大学の方針

なのか？） 
健康相談や婦人科の診察に繋げることができた
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のは、健康診断時に健康質問票を使用し、健康問

題の把握に努めていることや、随時、相談に応じて

いるが大きいと思われる。健診結果より BMI の異常

での呼び出しでも、月経周期に変化がないか確認し

ている。別件で保健室来室時でも、健康状態の確認

時に、婦人科の問題が隠れていることがあり、表出

があった場合には校医面談を案内している。女子大

学であること、ニーズがあり、相談のしやすさがあるこ

とが影響しているのではないか。 
 
（11）受講・受診した学生の反応 

2021 年度は ZOOM にて講義を受けた学生がチ

ャットで健康相談をしていた。授業後アンケートでも

月経不順や PMS について相談があった。これによ

り、婦人科校医はいることも周知することができた。

「どこに相談していいのか、ずっと悩んでいた」、「受

診したいけれど婦人科に受診したことがない」といっ

た不安の訴えが多く、事後の相談や、受診にも繋が

っていると評価している。 
 
（12）今後の課題 
引き続き健康教育について考えていきたい。学生

の主体的活動「With 生理」「生理用品無償化」の要

望に大学としてどのように関わるか。（2022 年 1月
に、大学内トイレに生理用品を置くトライアル開始） 
コロナの影響、オンライン授業の中での健康問題

（メンタルヘルス）等。対面授業の場合は、グループ

ワークを入れ、学生間で交流できるようにしたい。 
（13）今後、女性の健康講座などの開催の予定の有

無 
あり。昼休みにヘルスセミナー「月経の基礎知識・

子宮頸がん・乳がん自己検診のポイント」などを定期

的に開催している。 
 
（14）今後内閣府、文科省、厚労省で不妊予防支援

パッケージが行われるが、これらに関連した貴大学

の計画 
今後も CLA 科目として、女性の健康について入

れていくことができれば、と考えている。学生自身の

健康管理、キャリア教育にも繋がると考えている。 
 
【岐阜大学】 
（1） 担当者のご所属、職名、保健センターのスタッフ

数（常勤・非常勤）（HP参照） 
＜常勤＞センター長・教授（内科医・産業医）1名、

教授（精神科医・産業医）1名、准教授（臨床心理

士）1名、助教（内科医・産業医）1名、助教（小児科

医・障害学生支援）1名、保健師 3名、看護師 1名 
＜非常勤＞非常勤講師（内科医）1名、非常勤臨床

心理士（スクールカウンセラー）3名、保健師 1名、

管理栄養士 1名 
 
（2） 大学の特徴（学部、学生数、男女比） 
教育学部、地域科学部、医学部、工学部、応用生物

学部（5 学部、8 大学院） 
学部生 5,640名（男子学生 3,360名 59.6％、女

子学生 2,280名 40.4％）大学院生 1,596名（男子

学生 1,129名 70.7％、女子学生 467名 29.3％） 
 
（3）「大学生の健康ナビ」を作成することとなった経

緯、主たる作成者（岐阜県大学保健管理研究会）、

配布時期、配布対象者、配布数、予算の確保、経

費。岐阜新聞社との連携 
岐阜県下の大学保健管理担当職による自然発生

的な勉強会が 1998 年には定期開催となり、岐阜県

大学保健管理研究会（現在は、全国大学保健管理

協会東海北陸地方部会の岐阜県部会の位置づけ）

の発足となった。学生向けの健康啓発冊子やパンフ

レットを作成したくとも、保健看護担当職が一人しか

いないという小規模大学では、到底無理という声が

挙がっていた。初代研究会会長の渡辺郁雄先生

（当時、朝日大学保健管理センター長、現、渡辺内

科クリニック院長・理事長）の尽力により、岐阜新聞

情報センター出版室による編集制作体制を整えるこ

とができた。2004 年から次代研究会会長となった 2
山本眞由美先生（岐阜大学保健管理センター教授）

は、執筆者の厳選と内容の充実を図り、「大学生の

健康ナビ-キャンパスライフの健康管理-」と一般販売
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も意識した命名とし、現在は 35人の医師、教員らに

執筆を依頼している。執筆者らは、印税と著作権をと

もに放棄してくれているので、安価での提供が可能

になっている。冊子は、大学生に向けた健康に関す

る広い知識についての解説を中心に全 211ページ

の構成である。女性の健康については、特に「月経

のトラブル・妊孕力」（7ページ）、「性の悩み」（4ペ
ージ）とページを割いている。なお、この冊子は日本

語版だけでなく、英語版も作成している。 
岐阜大学では、大学学部、大学院生合わせて毎

年 1,800名が入学するため、新入生の健康診断時

に、学生全員に保健師から一人一人に手渡してい

る。岐阜県大学保健管理研究会に参加している多く

の大学で、新入生全員に配布している。 
＜「大学生の健康ナビ」の周知＞ 
全国大学保健管理研究集会（全国大学保健管理

協会の年次学術集会）展示、案内をしている。岐阜

県以外の大学からも注文がある。 
＜他大学での「大学生の健康ナビ」活用について＞ 
「大学生の健康ナビ」は全国販売しており、定価

1000円である。50 部以上の一括注文では一冊

330円で、若干の追加料金で表紙に大学名と校章

を入れることができ、初めの 2頁は学長のあいさつ

文を掲載するなど自由に使うことができる。（岐阜新

聞情報センターTEL：058-264-1620 E-mail：
bookbook@gifu-publish.jp) 
 
（4）健康相談担当者の職種、婦人科関連の相談が

あった場合は、どのように婦人科受診に繋げている

か 
国立大学には保健管理センター（名称は大学に

寄って若干異なる）が設置されており、多くは厚生局

に医療機関登録をしている。通常、内科医師、精神

科医師、保健師、看護師、臨床心理士等の医療専

門職が常勤し、無料の自由診療を提供している。岐

阜大学も例外ではない。 
 岐阜大学では、定期健康診断時の問診回答や、

健康診断結果の通知はすべて Web 上で、学生本

人がアクセスして行うシステムが構築されている。問

診には月経に関する質問も設定してあり、「月経に

伴う症状のために学校を休むことがある」と回答した

学生には「月経に伴う症状でお困りのことがあれば

保健管理センターに相談なさってください」メッセー

ジを返信している。 
 保健管理センターは前述のように医療機関登録を

しているため、月経痛に対する鎮痛薬の処方を行う

ことができる。「月経痛で鎮痛薬を処方してほしい」あ

るいは、「月経痛がひどく、トイレでうずくまってしまう

こともある」と来所する学生がいる。このような相談が

あった際は、必ず女性医師が関わることにしている。

そして、月経痛のメカニズム、生活管理、鎮痛薬によ

るコントロール、PMS の場合は婦人科専門医から低

用量ピルや漢方薬等の治療を受けた方がよいこと、

時には子宮内膜症や子宮筋腫の精査が必要なこ

と、などを説明している。必要に応じて医療機関への

紹介状も作成している。岐阜大学は、医学、看護

学、獣医学、工学等理系学部が多いため、対象の

学生の基礎知識に合わせたり、知的欲求を刺激す

るようにメカニズムを話したりして、興味を引くようにし

ている。 
 
（6）婦人科医師の診察、相談日の有無と診療、相談

内容 
国立大学の法人化以前は、大学病院から月に 1
回、3 時間、婦人科医師 1名が派遣されていたが、

医師不足が深刻となり、派遣されなくなった。 
 
（7）大学近隣婦人科クリニック、病院との連携 

医学部附属病院は同じキャンパス敷地内にあり、

婦人科への紹介も可能であり、その場で予約を取る

こともできる。大学の近隣病院には婦人科女性医師

がおり、希望する学生には紹介している（年間 20 例

程度）。連携は図れていると思う。 
 
（8）健康相談や婦人科の診察になぜこのように力を

入れることができたのか（熱心な担当者がいらしたの

か？相談者が多かったからなのか？大学の方針な

のか？） 
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ポピュレーションアプローチとして、健康診断で全

員に「大学生の健康ナビ」を、女子学生には、東京

法規出版の「女性のヘルスアップ BOOK」を渡して

いる。入学初年度には、入学者全員を対象とした健

康セミナーを必修科目として開講し、15回の講義を

行っている。他に教養科目として、ワークライフバラ

ンスの科目を保健師が 1回担当し、ライフプランニ

ングも含めて話している（約 100名受講）。このポピ

ュレーションアプローチに対応するハイリスクアプロ

ーチが、保健管理センターでの健康相談や診察で

あると考えている。広く全学生を対象としたアプロー

チだけでなく、時間と労力をかけるべきハイリスク群

がいると認識しているからである。このように健康啓

発教育に力を入れることができたのは、大学の学生

憲章に「長い人生を生きるための体力をつけ，健康

を守ろう」とあり、“学生の健康”こそ大学のブランドイ

メージであると考えている大学経営陣の考え方の影

響が大きいと思う。 
 
（9）受診した学生の反応 
受診した学生の反応は良く、自己健康管理を考

えるきっかけになり、医療機関受診を自ら決定するこ

とに繋げることができていると思う。 
 
 

（10）今後の課題 
婦人科への紹介数は、学生数から考えると少ない

のではないかと推察している。多くの学生は、カリキ

ュラムの充実などの影響で“忙しい”という印象を受

ける。その中でも、保健管理センターという相談窓口

にどのようにアクセスしてもらうか、が課題である。臨

床心理士による学生相談は、コロナ禍をきっかけに

オンライン相談を開始し、安定して利用者がいる。女

性の健康相談もオンラインアクセスが活用できるだろ

うと考えている。 
 女子大学院生は 467名在学しているが、年代的

には妊娠・出産というライフイベントに近い。プレコン

セプションケアを提供できる最後のチャンスである

が、研究で忙しい彼女らにどのようにアプローチでき

るか課題である。大学院生は海外からの留学生が多

いが、アジアからの留学生の中には、妊娠・出産・育

児をしながら研究を行っている場合が少なくない。子

育ての支援者は誰か（親が来日できる場合は少な

い、行政の支援の際は言葉の壁が問題になることも

ある）、担当教員の配慮は十分かなど、日本人学生

とは違うニーズがある。留学生の女性健康支援に応

じるためには、専門的な知識だけでなく、語学力と国

際感覚、社会資源活用の経験などが必要である。 
 
（11）今後、女性の健康講座などの開催の予定の有

無 
（８）で回答した通り。 
 
（12）今後内閣府、文科省、厚労省で不妊予防支援

パッケージが行われるが、これらに関連した貴大学

の計画 
健康診断時の月経等の問診により不妊予防支援

のニーズを確実にとらえていくことが必要である。学

校保健安全法では、女性の健康に関する問診は健

康診断の必須項目ではないため、何らかの指針が

必要と思う。国立大学保健管理施設協議会 特別指

定委員会では、総務省が行うパーソナルヘルスレコ

ード（PHR）の観点から大学健康診断の問診票を標

準化しようという取り組みがある。標準化の中に女性

の健康の視点も入れるべきだと考えている。 
 
（13）健康講座開催、地域との連携について 
  学内では保健管理センターが企画するスキルア

ップセミナー「いこまいセミナー」（「いこまい」とは東

海地方の方言で「行ってみよう」を意味しており、日

常・学修・就活に役立つスキルアップや、交流を目

的とした少人数制のグループプログラム）を開催して

いる。ヨガや調理実習など健康増進のヒントも提供し

ている。最近はオンライン配信も開始した。 
前述の岐阜県大学保健管理研究会では、岐阜県下

の保健看護担当職を対象に定期勉強会を開催して

いる。最近、大学近隣で従事する婦人科医師を講

師に招き、女子大学生に多い婦人科疾患とその指
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導について学習した。このように地域と連携して、保

健管理担当者の資質向上に努めている。 
 
（14）その他 
＜プレコンセプションケアの重要性について＞ 
岐阜大学生を対象に「学業、恋愛、収入など 10
項目を関心が強い順に番号を付けてください」という

アンケート調査をしたことがある。結果、「妊娠」は 10
番目で、日本人女子学生は、学業、友人、バイトに

忙しく妊娠・出産への関心が薄いことが明らかとなっ

た（厚生労働省科学研究費補助金 201301023A、

201401007A「若い男女の結婚・妊娠時期計画支援

に関するプロモーションプログラムの開発に関する

研究」平成 25-26 年度）。プレコンセプションケア

は、大学がスタート時点ではなく、小中高校と連続し

ての教育が必要と考える。将来のライフプラン、パー

トナーとのかかわりなどを考えると男子学生も含めて

統括的な教育に取り込んでいく必要があると考える。 
 岐阜大学の健康診断では、BMI16.5 未満のやせ

の学生と BMI 30 以上の肥満の女子学生には、保

健管理センターで再測定するように促している。そ

の際、保健師が月経の状態について確認している。

BMI16.5 未満では摂食障害や低栄養に伴う無月経

の可能性が、BMI 30 以上では多嚢胞性卵巣症候

群などの二次性肥満やそれに伴う月経不順の可能

性が高いからである。このような将来の不妊のハイ

リスク群を大学生という比較的早い段階で抽出し、

医療支援に繋げていくよう心掛けている。限られた

マンパワーで効率の良い支援を目指すためには、

全員への啓発活動だけでなくハイリスクアプローチ

も重要である。 

＜教員へのＦＤについて＞ 
教員への FD（Faculty Development；教員が授

業内容、方法を改善し、向上させるための組織的な

取り組み）は、ハラスメント、感染症対策、自殺対策

などのテーマが多いが、「生涯にわたる健康」をテー

マにした FD も行うべきだと考える。 
研究室やゼミに配属となると、担当教員とのかか

わりは密接になる。指導教員は、女性の身体のこと

を理解して寄り添ってもらえたら、と思う。以前、月経

困難症の学生を心配して、女性准教授が婦人科へ

一緒に受診してくれたことがあった。このような教員

の関わりは大事だと痛感した。教員と保健管理セン

ターの協働の重要性について痛感した経験である。 
＜保健管理に関する予算確保について＞ 

国立大学運営交付金は年々減額されている中で

保健管理予算を増やす要求は通らず、保健師や臨

床心理士などの医療専門職人件費を増やすことが

事実上不可能になっている。では、どうやって予算

を確保するか。米国州立大学では、保健管理費用と

してセメスター毎に徴収したり、保健管理センター利

用料を課したりしている。本邦においても、大学生の

保健管理には資金を投入すべきという共通認識のも

と、予算確保が容易になってほしい。人材を育成し、

現場に投入するためには資金が必要である。 
 
Ｄ．考察 
 婦人科医師による診察日を設けている、女性の健

康に関する相談や講義を行っている大学を好事例と

し、大学保健センター（保健室）において健康支援

に関わっている担当者に対し、大学生を対象とした

健康支援の取り組みの詳細とその成果・課題につい

てインタビューを行った。 
その結果、好事例としてインタビューを行った大学

は、私立総合大学 1 大学、私立女子大学 1 大学、

国立総合大学 1 大学、計 3 大学であった。 
獨協大学およびフェリス女学院大学では、健康診

断時に、月経に関する問診を入れることで、月経異

常の学生をスクリーニングし、個別指導に繋げてい

た。大学の健康診断では、現時点では全国で共通

の問診票は存在しないため、今後、月経異常をスク

リーニングできるような問診票を作成する必要があ

る。また、スクリーニング後に適切な個別指導を行う

ことができるよう、大学保健センター所属の保健師・

助産師・看護師の研修等も行う必要があるだろう。 
フェリス女学院大学および岐阜大学では、健康診

断時に、BMI異常の学生に対して、個別指導を行

っていた。岐阜大学では、BMI16.5未満のやせの
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学生は摂食障害、無月経の可能性、BMI 30以上

の肥満の学生は希発月経、多嚢胞性卵巣症候群の

可能性があるため、BMI異常の学生に対し、月経

の状態について更なる問診を行っていた。将来の不

妊のハイリスク群を早い段階でスクリーニングし、支

援に繋げるためには、マンパワーも必要である。 
獨協大学およびフェリス女学院大学では、婦人科

校医による診察日を設けていたが、問診・指導が中

心であり、婦人科診察は行っていなかった。産婦人

科医師は全国で 1万 1千人（2018 年）と少なく、全

国の大学に産婦人科医師を派遣することは現実的

には難しいと考えられる。助産師は、女性の生涯の

健康支援に携わる専門職である。助産師のコア・コ

ンピテンシー2021 において、ウィメンズヘルスケア

能力について、「助産師は、女性の生涯を通じた支

援者であるとともに、相互にパートナーシップを築く」

8）とあり、近年、教育機関や職能団体の研修におい

て、プレコンセプションケアやウィメンズヘルスの強

化も行われている。また、助産師は全国に 3万 6千
人（2018 年）おり、マンパワーとしても心強い存在で

ある。今後、助産師は看護職の中心として、大学保

健センターでの問診・指導および婦人科受診に繋

げる役割を果たしうるのではないか、と考える。その

際には、日本助産師会等職能団体との連携が必須

となっていくだろう。 
 フェリス女学院大学は、主に文系の女子大学であ

る。医学や看護学等の医療系の大学では、専門科

目として、女性の健康知識について学ぶ機会がある

が、一般大学では、女性の健康について学ぶ機会

はほとんどない。教養科目の一環として、15回の講

義で包括的に学ぶことができれば、今後の学生自身

の健康管理やライフプランに良い影響を与えるので

はないかと考える。岐阜大学においては、新入生の

必修科目としてセミナーが開講されていた。このよう

な科目を開講することを一般大学で検討いただきた

い。しかし、一般大学においては、講師を担当する

人材についての課題もあるだろう。一般大学は医学

部、看護学部を有する医療系の大学と連携を図る、

または、単位互換包括協定に加盟している大学・短

期大学に所属する学生が、他の加盟大学が開講す

る科目を履修でき、修得した単位が所属大学の単位

として認定される制度（単位互換制度）9）を活用する

等も考えられるだろう。コロナ禍により、全国的にオン

ライン授業の整備が行われているため、オンラインを

活用し、単位互換制度等が活用されることが望まし

い。 
 
【研究２】女子大学生のヘルスリテラシー啓発

のための教育プログラムの実施 
１） 目的： 

女子大学生を対象として分担研究者（西岡笑子）

が作成した web メディアプラットフォーム“note”によ

る女性特有の健康問題に関するメッセージの送信が

「女性のヘルスリテラシー」向上に寄与するかを無記

名自記式の web調査（前後比較、対照群あり）によ

り明らかにすることを目的とした。 
２）対象 

web調査会社（株式会社クロス・マーケティング）

に登録している女子大学生に参加者を募った。 
（１）研究対象者の選択基準 
① 対象者は 20歳代の出産経験のない女性であ

る。既婚、未婚の有無は問わない。20歳代と限定し

た理由は、日本の第 1 子出産時の母の年齢の平均

が 30.7歳であること、月経関連の悩みに対し、まだ

対処行動がとれていない、または、今後対処行動を

とり得る期間が長い女性に対し、教育を行い、その

評価を行うという狙いがあるためである。 
② 女子大学生である。 
③この研究の調査開始後に初めて介入内容である

webページを閲覧すること 
（２）除外基準 
①日本語の読み書きができない（アンケートに回答

できないため） 
②30歳代以降の女性および出産経験者：出産経験

者は、妊娠時に既に産婦人科へのアクセスを行って

おり、子宮頸がん検診についても受検経験があるた

め。 
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③子宮頸がん、子宮体がん、卵巣がん、子宮内膜

症、月経困難症、月経不順・排卵障害、月経前症候

群（PMS）、月経前気分不快障害（PMDD）、月経

困難症（月経前症候群）、子宮筋腫、卵巣嚢腫、避

妊目的または月経日の移動のために婦人科を受

診、月経を移動その他の婦人科疾患、上記以外の

理由で婦人科を受診した（子宮頸がん検診、ブライ

ダルチェックなど）：既に産婦人科へのアクセスを行

っており、子宮頸がん検診についても受検経験があ

るため。 
④乳がん、その他のがんで治療中の女性：既に婦人

科へのアクセスを行っている可能性が高いため。 
⑤2回の調査への回答が前後そろっていない者 
⑥無職、専業主婦の女性、現在育児や介護で休業

もしくは休学中の者 
⑦医療系の学部（医学科、看護学科等）に在学して

いる学生 
２） 方法 
 分担研究者（西岡笑子）が作成した web メディア

プラットフォーム“note” 「はたらく女性が輝くために 
〜つながっているあなたのカラダとキャリア」に連載し

ている、月経関連、女性のヘルスリテラシーに関する

メッセージを週に 1回、3 か月間、12回送信し、そ

の前後で、知識、意識の変化を明らかにした。 
 ＜介入内容（タイトルのみ示す）＞ 
a．月経関連の記事（1.2.3.4.5.6.9回目） 
① 第 1回：はたらく女性が輝くために 〜つながっ

ているあなたのカラダとキャリア 
② 第 2回：知っておきたい、選択肢としての“ピル”
（2020.4.22） 
③ 第 3回：“ピル”を味方にするために知っておい

てほしいこと（2020.5.31） 
④ 第 4回：あなたの“月経”正しく来ていますか？

（2020.6.25） 
⑤ 第 5回：その“月経痛”、ガマンし続けて大丈

夫？（2020.7.27） 
⑥ 第 6回：月経痛の薬はどう選ぶ？どう服用す

る？（2020.9.30） 

⑦ 第 9回：はかってみましょう「基礎体温」

（2020.11.24） 
b．女性のヘルスリテラシー（7.10回目） 
⑧ 第 7回：はたらく女性にとって「健康の知識」が

あることはなぜ良いの？（2020.10.21） 
⑨ 第 10回：妊娠・出産のために知っておきたいプ

レコンセプションケアと必要な“性”の教育

（2020.12.15） 
c．婦人科受診（8回目） 
⑩ 第 8回：女性のみなさん、産婦人科へ行きましょ

う！（2020.11.13） 
d．がん検診（11回目、スピンオフ 1回目） 
⑪ 第 11回：「子宮頸がん」「乳がん」を正しく知りま

しょう（2020.12.28） 
⑫ スピンオフ：20 代にも多くピークは 30 代！「子

宮頸がん」早期発見に有効なのは？（2021.2.1） 
合計 12回 10) 

３）調査内容 
 ①～⑥について、独自に作成した質問紙および既

存の尺度を用いる。  
① 属性（年齢、婚姻状況、学歴）、既往歴、 
現病歴（婦人科関連のみ） 
② 月経関連情報（月経記録の有無、月経周期、月

経痛の程度、元気な状態の時の勉強や仕事の出来

を 10 点とし、PMS や月経随伴症状時の仕事の出

来を 0～10 点で表す） 
③ 基礎体温測定の習慣 
④ 女性のヘルスリテラシー（女性の健康問題に関

する知識、「成熟期女性のヘルスリテラシー尺度

11）」）：日本人の働く女性を対象に女性生殖器特有

の疾患を予防及び早期発見するために河田らにより

開発された尺度である。「女性の健康情報の選択と

実践」「月経セルフケア」「女性の体に関する知識」

「パートナーとの性相談」の４因子、21項目によって

構成されている。回答は 4件法（「あてはまる」4 点、

「ややあてはまる」3 点、「あまりあてはまらない」2
点、「あてはまらない」1 点）であり、得点範囲は，21
～84 点である。尺度得点の中央値を基準とし、中央

値未満を低群、以上を高群とする。 
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⑤ 子宮頸がん検診受診への積極性 
⑥ K10（Kessler10）12,13）：一般人口中の成人を対

象として精神的健康度のスクリーニングを目的として

作成され（Kessler、Andrews, Colpe, Hiripi, 
Mroczek, Normand, Walters, & Zaslavsky, 
2002）、 バックトランスレーション法を用いて翻訳さ

れた日本語版も作成されている（古川ら,2003）。大

規模な疫学的調査に基づき、項目反応理論を用い

て作成されており、GHQ よりも検出力が高いとされ

る（Furukawa, Kessler, Andrews, &Slade, 
2003）。10項目の 5件法尺度（1. 全くない、2. 少
しだけ、3. ときどき、4. たいてい、5. いつも）で、カ

ットオフ値は 25 点である。 
本研究は、防衛医科大学校研究倫理委員会の承

認後に実施した（2021 年 12月 6 日承認：受付番

号 4450） 
 
Ｃ．研究結果およびＤ．考察 
１）2021 年 12月～1月上旬にかけて、web調査会

社（株式会社クロス・マーケティング）に登録している

女子大学生に参加者を募った。事前調査におい

て、3 か月間“note”の記事の配信および本研究へ

の介入研究への参加を希望した者を介入群、介入

研究への参加を希望しなかった者を対照群とした。 
809名の女子大学生が事前調査に回答し、その

うち、介入研究への参加を希望した者は 100名（以

下、介入群とする）、介入研究への参加を希望しな

かった者は 709名（以下、対照群とする）であった。 
3か月後の調査への有効回答数は、介入群44名（回

答率44％）、対照群337名（回答率47.1％）であっ

た。 
２）研究参加者の属性： 研究参加者の年齢は21.4
±1.3歳（介入群21.3±1.0, 対照群21.4±1.3）で

あり、2群に有意な差はみられなかった（p=0.95, t
検定）。 
３）事前調査の結果： 
（１）独自の質問その１：月経や子宮頸がんの知識に

ついての質問 

①女性ホルモンを服用することで、月経をずらすこと

ができる：介入群は、対照群と比較し、有意に正しく

回答している割合が高かった（介入群;52.3％, 対照

群 36.5％, ｐ＝0.043,χ２検定） 
②正常な月経周期（月経開始日から次の月経の前

日までの期間）は 25～38日である：介入群は、対照

群と比較し、有意に正しく回答している割合が高か

った（介入群;88.6％, 対照群 72.8％, ｐ＝0.043,χ
２検定） 
③月経が３か月以上なくても特に問題ない：介入群

は、対照群と比較し、有意に正しく回答している割合

が高かった（介入群;93.2％, 対照群 79.6％, ｐ＝
0.031,χ２検定） 
④月経痛を和らげる鎮痛剤は、できる限り飲まない

ほうがよい：介入群は、対照群と比較し、有意に正し

く回答している割合が高かった（介入群;59.1％, 対

照群 40.4％, ｐ＝0.019,χ２検定） 
⑤ピル（低用量経口避妊薬）を服用することで月経

痛が軽くなる：介入群と対照群に有意な差はみられ

なかった（介入群;77.3％, 対照群 65.0％, ｐ＝
0.104,χ２検定） 

⑥ピル（低用量経口避妊薬）を服用することで月経

の出血量が少なくなる：介入群と対照群に有意な差

はみられなかった（介入群;47.7％, 対照群 35.5％, 
ｐ＝0.109,χ２検定） 

⑦基礎体温を測る場合には婦人体温計をわきの下

に挿入する：介入群と対照群に有意な差はみられな

かった（介入群;38.6％, 対照群 25.1％, ｐ＝0.057,
χ２検定） 

⑧月経痛は生活習慣を改善することで軽減すること

もある：介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回

答している割合が高かった（介入群;79.5％, 対照群

56.3％, ｐ＝0.003,χ２検定） 
⑨緊急避妊ピル（避妊しないで性交をしたり、コンド

ームが破れるなど避妊が失敗した場合に妊娠を防

ぐ薬）を使う場合は、性交後７２時間以内に服用す

る：介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回答し

ている割合が高かった（介入群;59.1％, 対照群

40.4％, ｐ＝0.019,χ２検定） 
⑩子宮頸がん検診の対象者は２０歳以上である： 
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介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回答して

いる割合が高かった（介入群;59.1％, 対照群

32.6％, ｐ＝0.001,χ２検定） 
①～⑩において、10項目中 7項目において、介

入群は、対照群と比較し、有意に正しく回答している

割合が高かった。今回の研究デザインは、ランダム

化比較試験を行うことができず、事前調査におい

て、3 か月間“note”の記事を読む意思のある者を介

入群に割り付けたため、介入群は女性の健康につ

いての関心が高い層であった可能性が考えられる。 
 

（２）独自の質問その２：月経や子宮頸がん検診

の行動についての質問 

事前調査において、月経関連の調査および子

宮頸がん検診の積極性について、4項目の質問を

行ったが、全ての項目において、介入群と対照

群に有意な差はみられなかった。 
①月経周期について、いつ始まったかなどの記録：

2群で、「記録している」者は236名（62.4％）、「今

は記録していないが、記録したことがある」者は46
名（12.2％）、「記録をしたことはない」者は96名（2
5.4％）であった。統計的に有意な差はみられなか

ったが、（p=0.27, χ２検定）、介入群において、

記録をしたことはない者が7名（15.9％）であったの

に対し、対照群では、89名（26.6％）と多い傾向が

みられた。手帳等に記録する他に、スマートフォン

のアプリ機能等、月経管理のツールは無料のもの

も含め多く存在する14）ため、個人にあったものを

利用できるよう働きかけることが大切である。 
②基礎体温測定について：2群で、「記録している」

者は、29名（7.7％）、「今は記録していないが、記録

したことがある」者は 83名（22.0％）、「記録をしたこ

とはない」者は 266名（70.4％）と、全体として、基礎

体温測定の経験がない者が多い傾向にあった。 
③月経痛について：2群で、「月経痛はない」と回答

した者は、61名（16.1％）、「月経痛はあるが、鎮痛

剤を飲むほどではない」と回答した者は、115名
（30.4％）、「月経痛はあるが、あえて鎮痛剤を飲まな

いようにしている」者は、43名（11.4％）、「月経痛が

あり、鎮痛剤を飲むと日常生活に支障はない」と回

答した者は 126名（33.3％）、「月経痛があり、鎮痛

剤を飲んでも日常生活に支障をきたしている」と回答

した者は 33名（8.7％）であった。月経のある女性の

約 7割が月経前・月経中になんらかの月経随伴症

状を抱えているということは、先行研究でも明らかと

なっており 15）、本調査の結果も概ね同様の結果で

あったが、「月経痛はあるが、あえて鎮痛剤を飲まな

いようにしている者」や、「月経痛があり、鎮痛剤を飲

んでも日常生活に支障をきたしている者」が合わせ

て 20.1％と多い傾向がみられたことから、今後、より

多くの女性に、正しい知識を啓発していく必要があ

るといえる。 
④子宮頸がんに対する思いについて：2群で、「子

宮頸がん検診を必ず受けようと思う」と回答した者

は、57名（15.1％）、「子宮頸がん検診の機会や時

間があれば、受けようと思う」と回答した者は、220名
（58.2％）、「子宮頸がん検診を受ける必要性がよく

分からない」と回答した者は、42名（11.1％）、「子宮

頸がん検診を受けることには抵抗があるので、受け

たくない」と回答した者は、56名（14.8％）であった。

検診を受ける必要性を理解していない者、抵抗があ

るので受けたくないと回答した者が合わせて 25.9％
もいたことから、子宮頸がん検診についても、正しい

知識を啓発していく必要がある。一方で、機会があ

れば受けたいと回答した者の割合は、58.2％と半数

以上を占めていたことから、受検できる機会を増や

すことも必要である。 
 
（３）月経中および月経前、痛みなどの不快な症状

によって学習や仕事のパフォーマンス（業務への取

り組みや集中力など）が普段と比べてどれくらい変

化するか：普段の元気な時を 10 として、0～10 で回

答してもらったところ、2群に有意な差はみられなか

った（6.4±2.3,介入群;6.7±2.5, 対照群;6.4±2.3, 
p=0.37, t検定）。 
 
（４）K１０得点 
 事前調査において、2群に有意な差は見られなか



23 
 

った（介入群 20.9±9.2, 対照群 20.0±8.7, 
p=0.117, Mann-WhitneyU検定）。大学生を対象

とした先行研究の平均得点 17.7 点 16）よりも高い傾

向にあり、本研究の対象者は、心身ともに健康度の

高いことが考えられる。 
 
（５）性成熟期女性のヘルスリテラシー尺度得点の変

化 
事前調査において、2群に有意な差は見られなか

った（介入群47.1±11.3, 対照群49.8±10.5, p=0.2
2, Mann-WhitneyU検定）。社会人女性に対して

の先行研究の平均値（54.4±13.5）17）と比較し、低

い傾向にあった。 
 
３）３か月後調査の結果 

（１）独自の質問その１：月経や子宮頸がんについて

の知識についての質問 

①女性ホルモンを服用することで、月経をずらすこと

ができる：介入群と対照群に有意な差はみられなか

った（介入群;59.1％, 対照群 45.5％, ｐ＝0.090,χ
２検定）が、介入群において、より正しく回答できる者

の割合が増加した。 
②正常な月経周期（月経開始日から次の月経の前

日までの期間）は 25～38日である：介入群は、対照

群と比較し、有意に正しく回答している割合が高か

った（介入群;93.2％, 対照群 75.1％, ｐ＝0.007,χ
２検定）。介入群において、より正しく回答できる者の

割合が増加した。 
③月経が３か月以上なくても特に問題ない：介入群

は、対照群と比較し、有意に正しく回答している割合

が高かった（介入群;95.5％, 対照群 83.5％, ｐ＝
0.038,χ２検定）。介入群において、より正しく回答で

きる者の割合が増加した。 
④月経痛を和らげる鎮痛剤は、できる限り飲まない

ほうがよい：介入群は、対照群と比較し、有意に正し

く回答している割合が高かった（介入群;79.5％, 対

照群 49.7％, ｐ＝0.019,χ２検定）。介入群におい

て、より正しく回答できる者の割合が増加した。 
⑤ピル（低用量経口避妊薬）を服用することで月経

痛が軽くなる：介入群と対照群に有意な差はみられ

なかった（介入群;77.3％, 対照群 66.5％, ｐ＝
0.150,χ２検定）。2群とも、介入前後において、ほと

んど変化はみられなかった。 

⑥ピル（低用量経口避妊薬）を服用することで月経

の出血量が少なくなる：介入群は、対照群と比較し、

有意に正しく回答している割合が高かった（介入

群;61.4％, 対照群 37.1％, ｐ＝0.002,χ２検定）。

事前調査において 2群に有意な差はみられなかっ

たが、介入群において、より正しく回答できる者の割

合が増加した。 
⑦基礎体温を測る場合には婦人体温計をわきの下

に挿入する：介入群は、対照群と比較し、有意に正

しく回答している割合が高かった（介入群;54.5％, 
対照群 29.6％, ｐ＝0.001,χ２検定）。事前調査に

おいて 2群に有意な差はみられなかったが、介入

群において、より正しく回答できる者の割合が増加し

た。 
⑧月経痛は生活習慣を改善することで軽減すること

もある：介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回

答している割合が多高かった（介入群;90.9％, 対照

群 61.7％, ｐ＝0.003,χ２検定）。介入群において、

より正しく回答できる者の割合が増加した。 
⑨緊急避妊ピル（避妊しないで性交をしたり、コンド

ームが破れるなど避妊が失敗した場合に妊娠を防

ぐ薬）を使う場合は、性交後７２時間以内に服用す

る：介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回答し

ている割合が多高かった（介入群;70.5％, 対照群

47.6％, ｐ＝0.004,χ２検定）。介入群において、より

正しく回答できる者の割合が増加した。 
⑩子宮頸がん検診の対象者は２０歳以上である： 

介入群は、対照群と比較し、有意に正しく回答して

いる割合が高かった（介入群;63.6％, 対照群

37.7％, ｐ＝0.001,χ２検定）。介入群において、より

正しく回答できる者の割合が増加した。 

①～⑩において、事前調査においては、10項目

中 7項目において、介入群は、対照群と比較し、有

意に正しく回答している割合が高かったが、3か月

後では、10項目中 9項目において、介入群は、対
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照群と比較し、有意に正しく回答している割合が高

かった。 

⑤ピル（低用量経口避妊薬）を服用することで月経

痛が軽くなる、のみ事前調査および 3 か月後調査に

おいて、2群に有意な差は見られなかった。配信し

た記事では、詳しく触れていたが、正しい理解に繋

がらなかった可能性がある。 
 

（２）独自の質問その２：月経や子宮頸がん検診

の行動についての質問 

①月経周期について、いつ始まったかなどの記録：

2群で、「記録している」者は235名（62.2％）、「今は

記録していないが、記録したことがある」者は50名（1
3.2％）、「記録をしたことはない」者は93名（24.6％）

であり、事前調査と比較して、ほとんど変化はみられ

なかった。 
②基礎体温測定について：2群で、「記録している」

者は、24名（6.3％）、「今は記録していないが、記録

したことがある」者は 83名（22.0％）、「記録をしたこ

とはない」者は 271名（71.7％）事前調査と比較し

て、ほとんど変化はみられなかった。 
③月経痛について：月経痛について、2群で、「月

経痛はない」と回答した者は、54名（14.3％）、「月

経痛はあるが、鎮痛剤を飲むほどではない」と回答し

た者は、118名（31.2％）、「月経痛はあるが、あえて

鎮痛剤を飲まないようにしている」者は、42名
（11.1％）、「月経痛があり、鎮痛剤を飲むと日常生

活に支障はない」と回答した者は 141名（37.3％）、

「月経痛があり、鎮痛剤を飲んでも日常生活に支障

をきたしている」と回答した者は 23名（6.1％）であっ

た。事前調査と比較し、「月経痛があり、鎮痛剤を飲

むと日常生活に支障はない」と回答した者の割合が

増加し、「月経痛があり、鎮痛剤を飲んでも日常生活

に支障をきたしている者」の割合が 8.7％から 6.1％
とわずかながら減少していた。今後、より多くの女性

に、正しい知識を啓発していく必要があるといえる。 
④子宮頸がんに対する思いについて：2群で、「子

宮頸がん検診を必ず受けようと思う」と回答した者

は、64名（16.9％）、「子宮頸がん検診の機会や時

間があれば、受けようと思う」と回答した者は、226名
（59.8％）、「子宮頸がん検診を受ける必要性がよく

分からない」と回答した者は、36名（9.5％）、「子宮

頸がん検診を受けることには抵抗があるので、受け

たくない」と回答した者は、49名（13.0％）であった。

事前調査と比較し、「子宮頸がん検診を必ず受けよ

うと思う」と回答した者と「子宮頸がん検診の機会や

時間があれば、受けようと思う」と回答した者の割合

が微増していたことから、子宮頸がん検診の啓発も

引き続き行う必要があると考えられる。 
（３）月経中および月経前、痛みなどの不快な症状

によって学習や仕事のパフォーマンス（業務への取

り組みや集中力など）が普段と比べてどれくらい変

化するか：事前調査および 3 か月後調査において

有意な差はみられなかった（6.4±2.2,介入群;6.2±
2.2, 対照群;6.4±2.2, p=0.54, t検定）。 
（４）K１０得点 
 事前調査および 3 か月後調査において、K10得
点に 2群間に有意な差はみられなかった（p=0.299, 
Mann-WhitneyU検定）。 
（５）性成熟期女性のヘルスリテラシー尺度得点の変

化 
介入前の性成熟期女性のヘルスリテラシー尺度

の得点に2群間に有意な差はみられなかったが、3
か月後の得点は、介入群は対照群に対し、有意に

上昇していた（介入群60.2±10.5, 対照群56.9±11.
1, p=0.048, Mann-WhitneyU検定）。また、介入

群のみの前後比較においても有意に得点は上昇し

ていた。介入前は、社会人女性に対しての先行研究

の平均値（54.4±13.5）17）よりも低値であったが、介

入後は上昇していた。 
対照群では、介入を行っていないにも関わらず、3

か月後の得点は、有意に上昇しており、調査を行う

こと自体が介入となり、女性の健康に関する関心が

高まったことが考えられる。 
介入調査では、3 か月間“note”の記事を読む意

思のある者、すなわち女性の健康についての関心

が高い層だけが介入群に割り付けられているため、

介入効果に一定のバイアスがかかっている可能性が
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考えられるものの、3か月間の記事配信の一定の効

果を確認することができた。 

 
（６）介入後の自由記載より 
・これらの記事がきっかけで自分の心身について考

えるようになり、基礎体温もつけ始めました。 
・女性の健康については大学の講義でも学んだこと

がありましたが、今回の note でさらに深めることが

できました。ありがとうございました。 
・記事を読むまで、「生理痛を抑える薬は出来るだけ

飲まない方がいい」という誤った情報を信じていま

した。これからは辛くなる前に鎮痛剤を服用してい

いのだと安心しました。ありがとうございます。 
・こういった機会がなかったら知ろうと思うことがなか

ったと思うので、とても意義のあるものでした。 
・内容が非常にためになるものでした。ブックマーク

したので、これからもちょくちょく閲覧したいと思い

ます。 
・為になるお話をたくさんして頂きありがとうございま

した。今後、子宮頚がんの検診などを積極的に受

けてみたいと思います。 
・自分の健康について詳しく調べたことが無かったの

で読んでいて参考になった。 
・気軽に相談出来る場所が欲しい。 

このように、記事配信に対する好意的な感想もみ

られた。一般女子大学生に女性の健康知識を啓発

する機会や、相談できる場が必要であることがいえ

る。研究 1 で行った結果をふまえ、大学保健センタ

ーとの連携も大切である。 
 
E．結論 

 令和 3 年度は、令和 2 年度に実施した全国 767
大学保健センター（保健室）に対し実施した調査結

果において、婦人科医師による診察日を設けていた

大学、女性の健康に関する講義を行っていた大学

等に対し、対面またはオンラインにて、インタビュー

調査を実施し、具体的にどのように実施しているか、

今後の課題等について明らかにした。更に、女子大

学生に対し、web にて月経、子宮頸がん検診につ

いての情報提供を行い、女子大学生のヘルスリテラ

シー啓発の効果を明らかにした。介入前の性成熟

期女性のヘルスリテラシー尺度の得点に 2群間に

有意な差はみられなかったが、3 か月後の得点は、

介入群は対照群に対し、有意に上昇していた

（p=0.048, Mann-WhitneyU検定）。介入調査で

は、3 か月間“note”の記事を読む意思のある者、す

なわち女性の健康についての関心が高い層だけが

介入群に割り付けられているため、介入効果に一定

のバイアスがかかっている可能性が考えられるもの

の、3 か月間の記事配信の一定の効果を確認するこ

とができた。今後、更に対象者数を拡大し、検証して

いく必要がある。 
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2.学会発表 
1）西岡笑子, 三上由美子, 飯島佐知子, 横山和

仁. 大学における女性の健康相談および健康啓

発活動状況について－全国 767 大学保健センタ

ー調査から－第 80回日本公衆衛生学会総

会,P375,2021. 
2) 三上由美子, 西岡笑子, 飯島佐知子, 横山和

仁. 女性健康支援センターにおける女性の健康

相談および健康啓発活動の状況について 第 80
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回日本公衆衛生学会総会,P464,2021. 
3) 飯島佐知子, 西岡笑子,三上由美子,大西麻未,
遠藤源樹,横山和仁. 市町村の女性の健康支援

の取り組み状況および健康指標との関連の検討. 
第 80回日本公衆衛生学会総会,P276,2021. 

4) 西岡笑子,三上由美子. 働く女性のウィメンズヘ

ルスヘルスリテラシー啓発のための教育プログラ

ム開発. 第 87回日本健康学会 日本健康学会

誌 87, 66-67,2021. 
5) 松澤花奈, 西岡笑子. リプロダクティブライフプラ

ン研究についての文献レビュー. 日本女性心身

医学会学術集会女性心身医学 26(1)：P87,2021. 
6) 杉山法子, 西岡笑子. 産後うつ予防のために父

親・パートナーがしているサポートおよび母親が求

めているサポートについての文献検討. 日本女性

心身医学会学術集会女性心身医学 26(1)：
P87,2021. 

 
3.その他 
1）西岡笑子. 東京新聞 AI が見た「産後クライシ

ス」東京新聞 朝刊 21面（暮らし）2021 年 1月
30 日（土） 

2）西岡笑子. 東京新聞 産後ママを支える視点 東

京新聞 朝刊 11面（暮らし）2021 年 3月 16 日

（火） 
3）西岡笑子. NHK「性について語ろう」30秒動画
監修①プライベートゾーンって？②相手の気持ち

も大切に③男らしさ、女らしさに縛られてない？④

性のあり方って？2021 年 3月 28 日から 1 年間

放送 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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別添資料 

【獨協大学】 

保健センターが入る天野貞祐記念館（大学の中央にある建物の中に保健センターが入っている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健センター入口 
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診察室                                        廊下（待合室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処置室兼相談室 

 

                                            

保健センターから見えるキャンパス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休養室 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康診断問診票（令和 4年 4月に改訂） 
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全体の中に、以下の問診が含まれている 

12. 女子のみ（生理痛がひどい） 13. （女子のみ）月経は毎月順調にある 

111. 月経困難症 112. 無月経（3 ヶ月以上）113. 子宮内膜症 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

婦人科相談カードおよび予約券 
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【フェリス女学院大学】 

キャンパス正面玄関 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健室 
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保健室内のベッド 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
礼拝堂 
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大学案内 2020年後期全学年対象特別授業として開講した「女性を知る～身体･心理･社会の側面より～」が
大学案内に掲載された。 
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【岐阜大学】 
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